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1　成長企業の技術革新と研究開発

　資本主義経済の動態的発展が，企業による技術革新によって大きく影響

されることは、経験的にも理論的にも広く認められているところである。

このような技術革新は，当該経済にとっては新しい科学・技術を，企業が

現実に生産工程に導入したり，新規もしくは改良生産物の生産に導入した

りすることによって行なわれるものである。したがって新しい科学・技術

もそれが単に知識の段階にとどまっている限り，革新とはなりえず，経済

体系に対してなんらの実質的効果を与えるものではない。技術革新に関す

るかつての諸研究においては，新しい科学・技術的知識は不断の流れとし

て経済体系の外から与えられており，革新的諸企業にとっては，望むなら

ぼすぐに採用可能な形で用意された与件として考えられていたΦ。しかし

ながら，現実の革新的成長諸企業は自ら独自の技術開発を進め，技術革新

を行なっている。いわゆるR＆D（Research　and　Development）がそれ

である（2）。新技術の研究開発は，とくに所有と経営の分離による現代大法

人企業においては，長期的計画に基づく企業活動の一側面となっている。

したがって，われわれは企業による技術革新の問題をとり上げる場合，新

しい科学・技術的知識の研究開発の着手から革新を経て，その後の企業活

動に至る全過程を考えなければならない。

　このような研究が行なわれるようになったのは，比較的新しいことであ
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1る（3）。シェアラー（F．M・Scherer）〔13〕の先駆的な業績（4）を初めとして，

ヵミーソとシュワーツ（M．1．Kamien　and　N．　L　Schwartz）・〔5〕，〔6〕，〔8〕

などの一連の研究では，研究開発の期間ならびに革新の導入期間（あるい

は，これらを革新の速度ということもできる）をめぐる，潜在的な革新的

企業間の競争的対抗が重視され，分折されている。また，ロウリー（G．C．

Loury）〔9〕は，これらの研究に依存しながらも，研究開発の成果に関す

る不確実性と将来の市場に関する不確実性を重視して，分析を進めている。

あるいはまた，スワン（P．L．　Swan）〔15〕では，革新の導入時期が独占の

場合と純枠競争の場合とでいかに異なりうるかが分析されている。要する

に，近年の諸研究では，市場構造と革新の速度の関係が究明されているわ

けであるが，これは古くして新しい問題である。そしてこれらの諸研究で

は，おおむね伝統的な企業の利潤極大化行動が仮定されている（5）。

　ここでは観点を変えて，．必ずしも無制約に利潤極大化を求めるとは限ら

ない，現代巨大法人企業の問題として，研究開発および革新の問題を考え

ることにしよう。このような企業については，一連の現代企業成長理論に

よって分析が行なわれており，私自身もモデル構成を試みたことがある

（〔19〕）。この種の理論では，企業成長に対する制約条件の範囲内でさまざ

まな長期企業目標が追求されうる可能性が，まず認められている。そして，

実際に採用される特定の目標達成のために，当初ρ産出量ないし企業規模

と生産物価格，ならびに成長率が決定され，以後，こり価格と成長率を維

持して，企業は永続的成長を試みるものとされている。ところで，一定の

需要を拡張していくためには，それに相当する拡張費が必要とされる。従

来，これには，販売促進費（広告宣伝費，販牽部員増員に伴う費用など），

研究開発費，そして企業規模拡張に伴うすべての費用が合められていた。

先行する諸理論と拙稿〔19〕との璽要な差異は，このように包括的な拡張

費から，企業の長期計画の大幅な改訂を必要とするような大きな革新のた
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、めの研究開発費と，革新導入を成功裡に進めうるための当初の市場開拓費

を分離し，これらを革新費と名づけて独立に扱ったことである⑥。

　しかしながら〔19〕においては，研究開発期間ならびに革新導入時点は

所与であり，したがって革新費の大きさも所与であるものとして，革新導

入時点における企業の長期計画の問題を考えた。本稿の目的は，〔19〕に

研究開発期間したがって革新導入時点を企業の政策変数として導入し，分

析を進めることである』この場合，研究開発費の関係については，他の多

くの諸研究がそうであるように，シェアラー〔13〕に従うことにする。な

お，私のこれまでの研究と同様，革新企業（もしくは企業の革新部門）は

単一生産物を生産するものとする（7）。とくに生産物に関する研究開発・革

新にかかわる企業行動が，寡占的相互依存関係によって大きな影響を受け

ることは，多くの諸研究によって重視されているように，否定しえない⑧。

拙稿〔19〕ではとりあげなかったが，．この問題を，一企業の革新部門と在

来部門との依存関係の問題とともに，本稿では考えることにする。これは，

革新企業ないし企業の革新部門の独立的行動をまず仮定して得られる分析

結果が，、上述のような依存関係によって，いかに影響されるかを考察する

ことによってなされる。では，モデルの構成に進むことにしよう。

注

（1）技術的知識の生産にまでさかのぼる研究は，従来きわめて数少なかった。

　　この分野での先駆的な作業を続けてきたヤコブ・シュムクラー（J．Schmo－

　　okler）の業績〔14〕は高く評価されてよいであろう。

（2）　これに関する理論的ならびに実証的研究は，とくにアメリカ合衆国では数：

　　多くなされている。マンスフィールド（E．Mansfield）の一連の研究をは

　　じめとして，この分野での諸研究は，主としていろいろな学術雑誌と数多く

　　の論文の形で発表されており，ここに枚挙する余裕をもたない。たとえば，

　　Man8field〔10〕，　pp．212－8の文献目録を参照して頂きたい。また，諸学者

　　のこれまでの諸研究の成果に基づいて，この研究分野の概観を与えてくれる

　　ものとして，Mansfield〔11〕がある。

（3）研究開発から革新に至る過程については，従来ほとんど明らかにされてい
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　　なかったことが，r7ソスフィールドによって指摘されている。　E・Mansfield，

　　“The　Process　of　Technical　Change，”in〔16〕，　P。136，最近の諸概究の

　　概観は，Kamien　and　Schwartz〔7〕セこよって与えられている。

（4）シェアラー〔13〕については・私自身かつて検討を加えたことがある。拙

　　稿〔18〕。

〈5）この点に関する例外は，・・一シュ（W・z・Hirsch）〔4〕であり，所右と経

　　営の分離のために，諸企業は成長を条件として利潤極大化を求め，技術的に

　　進歩している企業はしばしば成長志向型である，と述べている（p．37）。し

　　かし〔4〕は小さな論文であり，示唆的ではあるが，具体的なモデルが提示さ

　　れているわけではない。

（6）拙稿〔19〕，pp．3－4およびp．6参照。

（7）　したがって，以下では生産物革新（product　innovation）を対象とするわ

　　けであるが，革新にはまた，既存生産物の生産費を引下げる生産工程革新

　　（process　innovation）カミある。しかしながら，この区分は当該革新の成果

　　の利用者に依存し，前者によって導入された革新生産物を利用する産業では，

　　生産工程革新が行なわれたことになろう。これについては，Ka鶏ien　and

　　Schwartz〔7〕，　p．2参照。また，この問題は耐久生産物の耐久期間とも関

　　係がある。これについては，Swan〔15〕，　P．628参照。なお拙稿〔19〕に生

　　産物の耐久期間を導入したものが，拙稿〔20〕である。

く8）　企業の日常的な決意形成においては，寡占的相互依存関係は小さな役割し

　　か演じない，とする立場をとるボーモル（W．J．　Baumo1）も，革新のため

　　の計画をなすにおいてはそうでないことを認めている。Baumo1〔3〕Chap．

　　3参照。

H　モデル構成

当該企業は、自らの研究開発の成果たる：革新を導入することによって，

従来になくまったく新しいか，あるいは改良された，単一生産物の生産を

行なうものとする。このための研究開発・革新およびその後の企業活動に

関する全体的な計画は，時点≠＝0においてなされ，研究開発も同時に着

手されるものとするΦ。この計画によれぽ，時点舌二7「において問題の革

新が導入され，生産物の生産と販売が開始されて，以後，無期限に続行さ

れていくことになる。したがってTは，当該革新の導入時点，あるいは革
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新生産物の生産・販売開始時点を示すとともに，問題の研究開発期間を示

すものである。

　1．研究開発・革新費

　特定の品質の生産物を生み出すための研究開発は，時点0から時点丁に

至るまでの期間丁にわたって，継続的な費用を伴う。これについては，シ

ェアラー〔13〕に従って定式化することにしょう（2）。さて，このような各

時点の研究開発費は，図1におけるように，時間の経過とともに上昇して

いき，時点丁において最高になるようなベル型の時間径路を示すことが，

経験的な研究から知られているという（3）。いうまでもなく，同じ品質の生

産物を生み出すのに必要とされる研究開発期間を変更することは，可能で

ある。しかしながら，各時点における研究開発費は，Tを短縮するために

はいつそう多く必要とされるであろうし，Tを延長すれぽかなり軽減され

るであろうω。時点舌における期待研究開発費を瓦とし，目標生産物の

品質をNとすれぽ，これらの関係は，シェアラーに従って

　（1）瓦＝H（’，T，　N）

として定式化することができる。以下では，Nは前もって決定されている

ものとする（5）。

る
しH

（
研
究
開
発
費
）

T2　T3　T4　t

η田
（
総
研
究
開
発
費
）

0 　T1

図1

0

図2

T
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1時点0における瓦の評価額の系列を研究開発期間にわたって集計すれ

ば，期待研究開発費総額の計画時点（’＝0）における評価額H（T）が得

られる。TとH（T）との関係は，図2に示されているように，両軸に対し

て一般に凸であるとされている。すなわち，Tが短縮（延期）されるにつ

れて，H（T）は逓増（逓減）的な率で増大（減少）する。この点を考慮す

れぽ，

（2）E（T）一陽漁・π（T）≡∂号郭）〈・かつ

　　　　　　　　　　　　π’⑦≡∂2審2＞・

として定式化される。ここに∫は割引率である⑥。

　さて，企業が時点丁において革新生産物の生産・販売を軌道に乗せうる

ためには，それに先立って，∬（T）以外にもなんらかの革新費が必要とさ

れるであろう。すなわち，新しい生産・販売組織の設立費や当初の市場開

拓丁丁がそれである。さらに既存企業の場合には，既存設備の大幅な改変

あるいは完全な廃棄による費用が伴う。これらの革新費は，革新の規模に

依存すると考えられるから，当初（時点丁）の資本量Kに比例するものと

し，資本一単位当りの額を乃としよう。シェアラーによっては考慮されて

いないが，この乃Kを計画時点における評価額に直してH（T）に加えれば，

当該革新の導入のために必要とされる研究開発・革新費総額が得られる。

すなわち，

　（3）H（T）十七Kθ一π

がそれである（7）。

　2．需要条件

　企業は常に生産物に対する下降需要曲線に当面するが，時点丁の需要曲

線の位置と形状は，上述の革新費の支出の結果としてのみ与えられ，Tか

らは独立しており，需要の価格弾力性は，考慮される需要曲線上のどの点
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についても同一かつ一定である（と企業は想定している）ものとしょう。

生産物価格をρ，産出量をQ，需要の価格弾力性をηとすると，

　（4）Q＝ρ一η．あるいはρ＝Q－1／η

である。全体としての計画に基づいて設定される一定のρのもとで，時点

丁以後のQ，（ただし，τ…f－T≧0）は，同様に設定される最適成長率

gで拡大されていくことになるから，

　（5）　　Qτ＝Q6στ

となる。また，売上高R．は，時点丁におけるそれをRとして，

　（6）　Rτ＝ρQτ＝Rθστ＝Qθε9τ；θ≡1－1／η

となる。売上高は極大点以下が選ばれるからη＞1であり，したがって，

0〈θ＜1である。

　3．経常費用

　（i）経常生産費

　投入物は一定の結合比率で用いられ，規模に関しては収穫不変であるも

のとする。また投入物価格を一定とすると，資本一単位当りの経常生産費

は一定となる。これをσとし，資本一単位の価格を翅，減価率を6とする

と，経常総生産費C．は

　（7）　Cτ＝（6z十〃z4）Kτ＝6Kτ；　6…α十彿4

となる。資本一単位の生産能力をδとすれば，

　（8）Q，＝6K。

であり，（5）より

　（9）　　Kτ＝K8στ

となるから・

　（7）’　　Cτ＝6κθ9τ

となる。また，（6）は

　（6）’　　Rτ＝ろθ、κθθστ
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となる。

　㈹　販売努力費

　一定の価格のもとで新規需要を継続的に開拓して，販売を一定の率gで

拡張していくためには、それに相当する努力と支出が必要である。すなお

ち，広告二二や，品質と直接関係のないデザイン変更ないし改良などのた

めの支出，あるいは販売員の増員に伴う教育訓練費や運営費などの増加が

それである。このような支出は売上高の一定割合であり，この割合はgの

みに依存し，gの増加関数s（g）であるものとしよう。すなわち，

　（1①　　s（9）Rτ＝s（9）Qθστ≡3（9）ろθKθθσ7

である。そしてg＝0のときs（0）＝0，5’（0）禦0であり，g＞0のとぎ

s（g）＞0，s’（g）＞0，5”（g）＞0となり，また，　s（g1）＝1となるような

成長率g1〈∫が存在するものとする。

　4．設備投資

　革新導入時点丁（したがってτ＝0）における設備投資は彿Kであるが，

以後の企業成長のために必要な資本設備への付加的純投資額1。は，⑨より

　⑪　為＝9㎜K6στ

となる。

　5．収益と企業の評価額

　経常売上高R．から経常総生産費C．と販売努力費s（g）R．を差し引いた

ものが，経常利益L．である。すなわち，

　⑫　L。＝r（9）Rθστ一‘κ8στ；プ（9）≡1－s（9）

である。ここで7（g）はs（g）の性質からgの減少関数であり，r（0）＝1，

〆（0）鴬0であり，g＞0についてはr（g）＜1，〆（g）＜0，〆’（g）〈0と

なり，またg＝g1（＜∫）のときr（g1）＝0となる。

　さて，将来にわたる（Lr－1。）の系列の時点τ＝0（すなわち時点’＝T）

における割引価値総額を，さらに計画時点（f＝0）において割引評価した
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額から，研究開発・革新費の計画時点における評価額を控除することによ

って，この革新企業の市場評価額（市場価値）Vが得られる⑧。（3），ωお

よび⑫から，

y一
迯ﾟ（Lrz‘）ビ・レ…4摩・噸館・＋H（T）｝

であり，したがって

　（1き）　γ＝｛ξ（9，K）一乃K｝θ一ZT－1ヲてT）；

　　　　　ξ（9，K）一・（9）R；（9勉＋c）K

　　　　　　　　　　　　　　3－9

となる。

　6・制約条件

　現代の企業成長理論では，企業活動を制約する条件としていくつかのも

のが考えられているが，かなり広く受け容れられているものは，経営の安

全性を確保するために，企業の市場評価額γが安全最低評価額を下回らな

いように維持していかなければならないとする条件である‘9）。いわゆる安

全最低評価率をηとすれば，革新導入時卑賎における安全最低評価額は

τ〃ZKとなるが，これをyと比較するためには，計画時点における評価額

としなければならない。こうして，問題の制約条件は

　α4　v≧η魏κθ一乞7

によって与えられることになる。また，両辺の差額をWとすれば，この条

件は

　㈲　”≡γ一曽ηK乙一乞『

　　　　＝｛ξ（9，K）一（ゐ＋τ27z）K｝θ一琶7－H（T）≧0

として示される。

　注

　（1）　これは，最：適な研究開発・革：新計画に達するまでの時間が短いことを意味

　　　するが，第一次接近としてこのような仮定をおくことの妥当性については，

　　　Scherer〔13〕，　P。366　and　n．3を見よ。
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．（2）．Scherer〔13〕，　PP・360－2・および拙稿〔18〕・PP・120－1参照。ただし用

　　いられている記号は，本稿のものとは異なる。

（3）　シェアラーは文献として，M．　J．　Peck＆F．　M．　Scherer，丁肋彫吻ρoηs

　　／1cgκ∫s髭，oπp70cθss：ノ1πEooπo〃ガ。／1πσ砂sfs，　Harvard　Business　School，

　　Division　of　Research，1962，　p．311をあげている。また，以下の結果は，

　　彼の先行する二つの研究によって明らかにされたものであるという。

　　“Government　Research　and　Development　Programs，”inル勧s〃ノ∫π8

　　βθπげ髭so／Go”θアπ1πθ〃’1πかθ3’翅θπ診3，　ed．　by　R　Dorfman，　Brookings

　　Institution，1965，　PP．34－56；“Time－Cost　Tradeoffs　in　Uncertain　Em－

　　pirical　Research　Projects，”2Vσ〃αJ　Rθsθακ海Log∫s’ゴcs　Qκα7fθ71ア，　Mar＿

　　ch　1966，　PP．71－82．なお，マンスフィールドもこれまでの諸研究について

　　紹介している。Mansfield〔11〕，　PP．72－5参照。

（4）　シェアラーは，これは研究開発期間の短縮には三つの型の収益逓減の作用

　　が働くためであるとしている（〔13〕，pp。360－1）が，マンスフィールド（〔11〕，

　　pp，73－5）によれば，研究開発費についてのいろいろな提言はそれぞれ正し

　　いかもしれないが，その経験的検証はあまりなされていないということであ

　　るから，ここではこれ以上立ち入らないことにする。

（5）拙稿〔20〕はTを考えず，Nを生産物の耐久期間としてとらえ，その決定

　　についての分析を試みたものである。

（6）　シェアラーはθ窺を用いることなく積分しているが，ミスプリントであろ

　　うか。なお，シミュレーション分析のための具体的な定式化もなされている

　　が，これには割引率が用いられている（p．361）。また，K：amien　and　Sch－

　　wartz〔8〕，　p．251も見よ。

（7）拙稿〔19〕および〔20〕』では，TしたがってH（T）を所与とし，時点丁を

　　計画時点としているために，（3）はH＋んKとなり，単に革新費と名づけた。

　　また，以下においてT＝0とすれば，本稿のモデルは〔19〕のモデルになる。

（8）　なお，これについては，拙稿〔21〕，p．23，注㈲を参照されたい。

（9）　この制約条件は，拙稿〔19〕で採用したものである。なお，その他の諸条

　　件（安全成長のための設備投資資金あるいは必要最低利潤）との関連（分析

　　上は，結局，同一のことに帰するのであるが）については，〔19〕，pp．9－10

　　を参照されたい。
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皿　モデルの分析

　1．‘予備的考察

　さて，⑬および㈲を用いて問題の解明に進むことができるが，ここで考

えられている企業の政策変数は，研究開発期間したがって革新導入時点丁，

当初（革新導入時点）の資本量K，および成長率gの三つである。（産出

量Qと生産物価格ρは，Kによって決定される。）ここでは，これらの変

数を同時に取り扱うことをせずに，順次，Kあるいはgを与えられたもの

として，他の自変数について分析することにする。そして当該企業もしく

は企業の当該部門は他を考慮することなく，独立的な行動をとりうるもの

として，まず分析を行なうが，これは，採択される企業目標に応じて，決

’定される政策変数，Tとg，もしくはTとK（したがってρ）の値が，い

かに異なりうるかをまず陽表的に分析するためである。他企業もしくは他

．部門との依存関係が，ここで得られる結果に対していかなる影響を与える

．かについては，πにおいて考察することにする。

　さて，Kあるいはgを所与とするそれぞれの場合において，一定の”を

与えるものと当該企業によって期待される，二変数のさまざまな値の組合

せを示す等量線を考えることができる。以下の分析における重要な課題は，

それぞれの場合について，まず，W＝0の等量線をグラフ的に確定するこ

とである。いうまでもなく，これは当該企業活動の長期的な安全性を保証

する限界を示すものであるから，企業はこの安全活動可能限界線を含む内

部領域において，所定の長期目標達成のための政策変数の値を決定しなけ

麗しぼならない。以下では、まず企業の市場評価額Vの極大点を確定し，つ

いで安全活動可能限界線の確定に進むことにする。このために必要な諸式

をつぎに列挙しておこう。
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㈲’確＝γ一襯Kθ｝π＝｛ξ（9，K）一（乃＋辺彿）K｝θ『z7－H（T）＝0

　　　　ξ（9，K）一・（9）R；吻＋6）K

　　　　　　　　　　　　2－9

⑯器一一・｛ξ（9，K）一・K｝〆一κ⑦

㈲雰一器＋勿磁一‘・

㈱晋一誓一亭（9）・一‘孔

　　　　劇（・）≡∂響一｛〆（榔一gl享響一伽些

⑲器一｛身’（幻一二｝・一・・

　　　　ξ’（幻≡∂ξ1甕K）

佗。）繋一網一甑・・

「θブ（ρ）∂θK『1／η一（σηz十。、

∫一9

（21）謬一・・｛ξ（9，K）一・幻・一・・一脚）

（22〕｛謬一券一繍・一・・

㈱蕩，一鋸一一・劉（・）〆

　　　∂2「7
　⑳　　　　　　＝一ゴ｛ξ’（κ）一ん｝8一π
　　　∂T∂K

（25）鑑一、張＋・甑・・

（2③認一続一引’（幻’一一醒（1誉＃’

以下の分析において想起すべきことは，θ≡1－1／ηであり，需要の価格

弾力性η＞1より0＜θ〈1であること，また，s（0）盤1，0〈s’（g）．

0＜s”（9），およびア（9）≡1－s（9）より，　プ（0）盤1，〆（9）＜0，
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ず” ig）＜0であり，かつまた，s（g1）＝1，したがってr（g1）＝0となるg1

くくのが存在することである。

皿A　初期資本量が所与の場合

　たとえぽ，実行される技術革新の技術的条件によって，当初（時点丁）

の資本量Kが決定されているものとしよう。この場合には，（8）および（4）に

よって，産出量Qおよび価格ρも同時に決定されることになる。ここでの

澗題は，当該企業による研究開発期間丁と成長率gの決定について考察す

ることである。

　A1．企業評価関数

　最初に企業評価類yの極大点を求めることから始めよう。このために，

∂W∂g＝0のグラフをまず考えてみる。∂V／∂g＝0のためには，⑯より

α㊨’・（・）・（ト・）〆（の一（o＋ x）K〔一（叶鮮／η］

でなければならない。g二〇のとき，左辺蟹1であり，gの上昇とともに左

辺は逓減していき，ある値の90（＜g1）においてゼロとなる。すなわち，横

軸にgを測るとき，左辺のグラフは，縦軸上の1の近傍から出発して下降

L，横軸上の90に達する右下りの曲線となる。他方，右辺は正であるが，

計画が採算の可能性のあるものであれぽ1を下回る。（さもなければ，こ

のような計画は最初から問題とされなかったであろう。）したがって，g

軸に平行な直線となる右辺のグラフは，左辺のグラフと一点で交わり，こ

うして⑬’すしたがって∂y／∂g；0を満足する9Kが求められることになる

（図は省略）。いうまでもなく，このgκの大きさは所与のKの大きさに依

：存する。Kが大きいほど⑱’の右辺のグラフは上方に位置するから，　gκは

小となる。注意すべき点は，こうして求められた9Kは∂Vノ∂g＝0を満足

するにとどまり，決定されるべき最終的なものではないことである。さて，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13



横軸にT，縦軸に9を測る（T，9）平面上に∂y／∂9＝0のグラフを示ぜば．

9＝9Kの水平な直線となる（図A2）。この直線の上側では∂V／∂9〈0と

なり，下側では∂η∂g＞0となる。

　つぎに∂V／∂T＝0のグラフを考えよう。∂V／∂T＝0のためには，㈹より

（1⑤ノ　　一正Z7（T）＝f｛ξ（9）一んK｝6一乞τ

　　　　　　＝｛R一（6＋読）K｝6　乞丁（σ＝0のとき）

でなければならない。Tの延長による研究開発費の減少額〔一Hノ（T）〕の

グラフは，図2からわかるように，図A1に示されているようなものとな

り，これはgから独立である。他方，右辺はgにも．依存するが，ワ＝0の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とき第二式となり，こめグラフ

　　、　　　　　　　　　　　　　　　は図A1に図示されているよう
　　＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　なものとなる。⑬のξノ（g）から

　　　　＼
　　　　＼
　　　　　＼
　　　　　　＼
　　　　　　＼

O　　T1

9

9K

　⑯「右辺（9＝0）

　　　　　一H’（T）

＼＼
　8＼　　

、　1　　　　　　　、一

　I
　T2

図Al

O

亟＝o
∂T

A

亘＝o
∂9

B

T1

図A2

T2 T

知られるように，gが上昇して

いくにつれてξ’（g）は初めプラ

スであったとしてもしだいに減

少していき，やがてはマイナス

となるから、⑯’の右辺の曲線

は、初め上方にシラトして． ｢く

が，やがて下方にシフトしてい

くことになる。非負のいかなる．

可能なg（〈g1）に対しても，こ

の曲線が曲線一H’（T）の下側：

にあって，両者が交わることが

ないならば，あらゆるTについ

て∂W∂T＞0となる。これは，
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丁を拡大するほど有利となること，すなわち，問題の革新を無期延期する

ことを意味する。したがって，ここでは，g軍0に対して両曲線が交わる

場合について考えよう。

　この場合には，q⑤ノしたがって∂V／∂T＝0を満足するTは，二つの値丁1

およびT2をもつ。　gが増加するにつれて，しぼらく右辺の曲線は上方に

シフトしていくから，小さい方のTは減少し，大きい方のTは増加してい

く。やがて曲線の下方シフトが始まると，gの増加とともに，小さい方の

Tは増加し，大きい方のτは減少していき，両曲線が接するときのgに対

してTは一つの値をもつ。こうして，∂V／∂T；0のグラフは，図A2に示

されているように，丁軸上に二点丁1およびT2をもつ，つぼ型の曲線とな

ることがわかる（1）。この外側では∂W∂7「＞0であり，内側では∂η∂T〈0

である。

　つぎに進む前に，直線∂W∂g＝0と曲線∂V／∂T＝0の関係についてみ

ておこう。後者の勾配は4g／4T＝一（∂2γ／∂T2）／（∂2W∂T∂g）であるが，⑬，

⑳および⑳から知られるように，∂V／∂g＝0のとき，∂27／∂T∂g＝0，∂2V／

∂T2キ0となる。すなわち，それらの直線と曲線は，図A2におけるよう

に，二つの交点AおよびBをもつが，それらの交点において，曲線∂y／∂丁

窩0の勾配は垂直になる。したがってこの曲線は，交点Aの下側では右下

り，上側では（頂点に至るまでは）右上りとなり，交点Bとの関係につい

てはその逆となる。

　さて，γの極大点は問題の直線と曲線の交点の一つにおいて求められる

が，以上の考察から知られるように，交点Aがそれであり，交点Bは鞍点

（saddle　point）である。極大の企業評価額より低い任意の値を与える等評

価線は，図A2に示されているように，　yの極大点を囲む環を構成し，極

大点から遠ざかるほど低いyの値を与えることになる。いうまでもなく，

それは㈲のyにその値をおいた式によって示される。その勾配は4g／4T＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15



二（∂V／∂τ）／（∂γ／∂g）であるから，それぞれの等評価線は，直線∂V／∂g＝0

と交わるとき，その勾配は垂直に，曲線∂V／∂T＝0と交わるとき，その勾

配は水平になる。

　A2　安全活動可能領域

　つぎの問題は，㈲’によって与えられる安全活動可能限界線を構成する

ことである。これは，V＝曽ηKθ｝πをもたらす（T，g）の軌跡を求めるこ

とである。y＝τ辮Kθ一πのグラフはg軸に平行な直線であり，　Tが大きい

ほど右方に位置して，小さなyを示す。それぞれ同一のyを与える，これ

らの直線の一本と等γ線との交点ないし接点の軌跡を求めれば，安全活動

可能限界線が得られるが，ここでは，等γ線を求めたのと同様の手順に従

って，W＝0を与える問題の限界線を構成する。

　まず，Wの極大点を確定しなけれぽならないが，⑯より，∂W／∂g＝0

のグラフは，すでにみた直線∂V／∂g＝0と同一であるσしかし，∂W／∂T

＝0のためには，⑳より

　α7γ　　一11γ（T）＝ゴ｛ξ（9）一ゐK｝θ一転7一∫τ〃z1ζ；θ一名7

とならなけれぽならない。右辺のグラフは，図A1における㈲’の右辺の

グラフを勿祝Kθ一πだけ下方に押し下げたものとなる（ただし，この効果

はTが小なるほど大きく，Tが増加するにつれて逓減する）。したがって

曲線∂W／∂T＝0は，曲線∂W∂T＝0と同様のつぼ型となるが，後者の内

部にあって，やや右方に片寄った状態になる②。この曲線の外側では∂冊／

∂τ＞0，内側では∂W／∂T〈0となる。

　曲線∂ワ7／∂T＝0も直線∂躍／∂g＝∂y／∂g＝0と二つの交点をもつが，

それぞれの交点において曲線の勾配は垂直になることが，国，（22＞および㈱

よりわかる。Wの極大点は左側の交点となること，またこの点はyの極大

点の右方に存在することも，以上の考察から明らかである。そして曲線

∂W／∂T＝0あ傾斜も，躍の極大点の下側では右下り，上側では（頂点に至
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るまでは）右上りとなる。この

事情は図A3に示されている。

　いまや，問題の安全活動可能

限界線を確定することができ

る。これはW＝0をもたらす等

W線であるから，図A3にみら

れるように，Wの極大点を囲む

環となる。この曲線の勾配は，

吻／4Tニー（∂罪／∂T）／（∂w／∂9）

であるから，直線∂W／∂g＝0と

交わる点で垂直となり，

9

9K
Min　T
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0

MaxV

野＝o／／籍・

　　／
　　　　Maxσ
　　／

　／
　　　　　　Max　T　’

　　MaxW　、

　＼
　　＼

　　＼

〇
二V

9

∂
【
0

二W
9

∂
∂

0
二W

　　M呈ng＼

図A3

T

　　　　　　　　　　　曲線∂W／∂T＝0と交わる点で水平となる。した

がって，Wの極大点の上側についていえば，限界線罪＝0は曲線∂確／∂T

＝0の右上り部分において交わることになる（3）。いうまでもなく，この限

界線は等評価線ではないから，γの値7解磁解は限界線上の異なる点では

異なりうる。

　企業は、安全活動可能限界線を含む内部の領域において，問題の研究開

発の着手からその成果たる革新の導入後の将来にわたる企業活動に関して．

長期計画を立てなければならない。企業活動の長期的安全性という基準か

らすると，ここで決定されるべきTとgには，それぞれ上限M礁丁および

M砿gと，下限M勿丁およびM吻が存在する。したがって，無制限に研

究開発期間を延長もしくは短縮したり，成長率を加速もしくは減速させた

りすることは，許されないのである。

　では，採択されうる企業目標と最適解との関係について考察することに

しよう。

　A3．企業目標と最適解

　企業の評価額γの最大化が目標とされる場合には，図3Aの／吻κ玩点に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17



：対応する研究開発期間丁㌔α騨と成長率9＊蜘騨が採択されるが，これら

はα⑤’と⑱’とから求められる。また，企業の安全最低評価額”〃z1降一πを上

回るyの超過額Wの最大化が目標とされる場合には，M如W点に対応する

一7㌔。耀とg㌔。耀が採択され，それらは⑳’と⑱’とから求められる。こ

れに対して，革新による企業活動の成長率の最大化が目標とされる場合に

は，安全活動可能限界線の頂点の1瞼¢g点に対応するT㌔卿とg㌔吻

が採択される。これらは㈲’と⑳’とから求められる。

　もし企業が革薪の早期導入を（ただそれだけの理由から）望むならば，

超πTとそれに対応するg＊顧7（＝9K）が採択され，これらは㈲’と⑯’とか

ら決定される。これに対して，研究開発下聞の上限1瞼∬Tが採択される可

能性は，まったくないであろう。というのは、1瞼必丁を与える点から，安

全活動可能限界線上をM⑳g点まで移動していくにつれて，同一の安全基

準のもとでgを高めていくことができるからであり，あるいはまた，左方

・へ水平に進むにつれて，同一のgに対してyないしWを高めていくζとが

できるからである。同様に，成長率の下限ル伽gが採択される可能性もな

い。企業のいかなる基準からみても，！吻必丁点やル勧g点は最適とはなり

えない。

　さて，可能なさまざまな企業目標の中から特定の目標が選ばれると，そ

れに応じて最適なT＊とg＊が決定される。成長率の最大化が目標とされる

とき，当然のことながらg＊は最高となるが，T＊は最大となるから，研究

瀾発費H（T＊）は最小となり，革新費ゐκと当初の物的資本投下額解Kの支

出は最も遅くなる。しかしながら（ここではKしたがってRは所与である

から），十分な時間の経過の後には，経常的な販売努力支出3（g＊）R89＊’

と物的投資g＊彫K乙σ＊τは，他の目標が採択される場合のそれらを越えて増

大していく。gの最大化以外の目標，すなわち雌πT，　M㌶V，もしくは

融∫Wが選ばれる場合には，対応するg＊は同一であるが，T＊はこの順に
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大となっていき，T㌔切くT㌦。。ア＜T㌔。。躍となる。そして研究開発費や．

販売努力支出および物的投資の大小関係は，これと逆になる。ここで興味

ある点は，成長率の最大化が追求される場合には，その他の目標が追求さ

れる場合に比して，長い研究開発期間が採択されることである。いいかえ

液ぽ，高い成長率を達成しようとする企業は，主導的な革新企業となるこ

とを自ら断念して，むしろ追随的な革新企業となる道を選ぶであろう，と

いうことである。

　注

　（1）⑱’の右辺のグラフが曲線一序（のと左側の一点でしか交わらない場合も

　　　考えられるが，この場合には，∂y／∂T＝0のグラフは，図A2の左側半分

　　　の山型の曲線となる。しかし以下の議論において問題とされるのは，曲線

　　　∂γ／∂T＝0にういては左側部分のみであるから，このことによって以下の議

　　　論は実質的な影響を受けない。

　（2）　これについても，前群（1）と同様のことがいえる。

　（3）いま，W乱一班丁）を与える等膵線を考えてみよう。このとき，㈲’より

　　　｛ξ（g，K）一＠＋傭）K｝¢一艀コ0であるから，曲線の勾配は4g／4丁河｛ξ（g，

　　　K）一（ゐ十ρ旭）K｝／ξ’（g）となる。これがゼロのとき（すなわち，曲線∂四／∂T

　　　＝0と交わるとき），曲線∂獅7∂丁二〇の勾配は4g／4T＝一”’（T）βξ’（g）θ一岬

　　　となることが，（刎および（劉からわかる。また，物劣W点の存在する直線∂卿P

　　　∂σ＝0の上側では，∂W／∂g＝ξ’（g）θ曜く0であるから，この領域で曲線π

　　　＝一H（T）が曲線∂W／∂T＝0と交わるのは，後者の勾配が正となる部分であ

　　　ることがわかる。限界線W＝0は曲線膵＝一H（T）の内側に存在するから，

　　　本文で述べたようになる。

皿B　企業成長率が所与の場合

　たとえぽ全般的な経済状況ないし需要状態などによって，成長率gが一

定の水準に固定されているものとしよう。ここでの問題は，研究開発期間

丁と当初（時点丁）の資本量K（したがって産出量Qおよび価格ρ）の決＝

定について考察することである。

　B1、企業評価関数
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　まず，企業評価額yの極大点を求めるために・∂W∂K＝0のグラフを考

えよう。⑲より，所与のgに対して，Kは

α酬砺一〔　　　θr（9）∂θ9（ηz一乃）一←c十fゐ］η

．として求められる。Kσyは。が大きいほど小さく，　g＝91のときゼロとな

る（r（g1）＝0）。注意すべき点は，このKσyは∂γ／∂K＝0を満足するにと

どまり，最終的な決定値ではないことである。横軸にT，縦軸にKを測る

（T，K）平面上に∂γ／∂K＝0日頃ラフを示せば，　K＝Kσγの水平な直線と

なる（図B2）。この直線の上側では∂W∂K＜0，下側では∂W∂K＞0と

なる。

　つぎに∂W∂T＝0のグラフをみよう。（1eより，∂γ／∂T＝0のためには

　α〔γ’　　一H’（7つ＝ゴ｛ξ（K）一ゐK｝ε一εT

でなければならない。一H’（ののグラフは図B1に示されているようなも

のとなり，これはKから独立である。右辺はKにも依存するが，Kを一定

とすれぽ，右辺のグラフは図B1に示されているようなものとなる。とこ

ろで，右辺の｛ξ（K）一ゐK｝は，（19のξ’（K）を考えればわかるように，K

が小さいうちは，Kの増加とともに増加していくが，　Kがある大きさに達

して後，さらに増加していくと，逆に減少していく。したがって，右辺の

グラフが曲線一H’（T）の下側に位置するような十分に小さなKから出発す

るものとすると，Kが増加するにつれて右辺のグラフは上方に移行し，あ

るKの値のとき曲線一H’（T）に接し，さらにKが増加するとともに上昇し

ていくが，やがて下方にシフトし始め，再び曲線一H’（T）に接することに

なる。あらゆる大きさのKについて，右辺のグラフが曲線一H’（T）の下側

に存在するような革新は，無期延期されるから，ここでは，上述のような

場合を考えよう。

　この場合には，両曲線の接点をもたらすような二つの大きさのK（κ1お
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よびK2）と，それぞれのKに対

応する二つのT（Tlおよび．T2）

が存在する。Kが小さい方のK1

から増加していくにつれて，対

応するTは二つづつ確定され

　　　　　　　　　　　　　　　Oる。Kの増加によって，小さい

方のTは減少し，大きい方のT

は増加していくが，やがてTの　　X

変化方向は逆転して，その差を

縮小していき，KがK2に達し

たとき7陰になる。こうして∂v　K9

／∂T＝0を与える曲線は，図B

2に示されているように，閉じ

られた環となるω。その外側で　　0

は∂V／∂τ＞0，内側では∂V／∂T

〈0となる。

⑯曜右辺

　　一H’（T）

図B！
T

琶昌。
∂T

A

西＝o
∂K

B

図B2

T

　ここで，直線∂γ／∂K＝0と曲線∂γ／∂T＝0の関係についてみよう。後

者の勾配は4K／4T＝一（∂2W∂T2）／（∂2y／∂T∂K）であるが，α9，21）および

⑳から知られるように，両者の交点において曲線∂V／∂T＝0の勾配は垂

直になる。図B2にみられるように，交点は二つ存在するが，　yの極大点

は左側の交点Aであり，交点Bは鞍点であることは，以上の考察から明ら

かである。曲線∂V／∂T＝0は，γの極大点の下側では（最下点に至るまで

は）右下り，上側では（頂点に至るまでは）右上りとなる。

　極大のVより低い任意の値をもたらす等V線は，図B2におけるように，

yの極大点を囲む環となり，極大点から違ざかるほど低いyを与える。⑬

のVにその値をおいた式によって，等y線は与えられる。その勾配は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21



4K／4T＝一（∂v「／∂7’つ／（∂γ／∂κ）であるから，直線∂γ／∂κ＝0と交おると

き垂直に，曲線∂W∂T＝0と交わるとき水平になる。

　B2．安全活動可能領域

　つぎの問題は，㈲’の安全活動可能限界線を確定することである。これ

は，γ口㎜酌一‘7を与える（T，K）の軌跡を求めることであるが，等y線

を求めたのと同様の手順によって，まずWの極大点を求め，ついでW；0

を与える等W線を構成すればよい。

　まず∂Bワ∂1ζコ0のグラフについてみよう。⑳より，所与のgに対して，

Kは，

⑳瓦・一団痂．叶響髪石砺〕η

となる。これは，∂V／∂K＝0から求められた⑲’のκgγよりも，〔〕内

の分母がσ一g）鵬だけ大であるため，1ζg7〈1ζσγである。すなわち，

直線∂W／∂K＝0は直線∂W∂K＝0の下方に位置し，上側では∂W／∂K

〈0，下側では∂四／∂K＞0である。

　つぎに∂W7∂T＝0のグラフについては，㈲より

　（17）”　　一一1ヲ7（T）：二f｛ξ（1ζ）一双1ζ｝6－f7一一～τワπκ8噌ε7

でなければならない。右辺のグラフは，図B1における⑯”の右辺のグラ

：7をま伽」陥噌だけ下方に押し下げたものとなる（同一のκについては，

Tが小（大）になるほどその効果は大（小）であり，同一のTについては，κ

が増加するにつれてその効果は大となる）。したがって曲線∂鍬／∂T＝0は，

曲線∂γ／∂T＝0と同様に閉じられた環となるが，後者の内部にあって，

やや右下方（丁軸プラス方向，K軸マイナス方向）に片寄った状態とな

る⑭。この曲線の外側では∂躍／∂7＞0，内側では∂｝γ／∂T＜0である。

　曲線∂W／∂7㌔・0も直線∂確／∂Kピ0と二つの交点をもつが，それぞれの

交点において前者の勾配は垂直となることが，⑳，（22および（おから知られ
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る。Wの極大点は左側の交点と

なり，またこの点はγの極大点
　　　　　　　　　　　　　　　K
の右下方に存在することも，以

上の考察からわかる。そして曲
　　　　　　　　　　　　　　KgV
線∂W／∂T＝0の傾斜も，WのKgw

極大点の下側では（最下点に至

るまでは）右下り，上側では

（頂点に至るまでは）右上りと

　　　　　　　　　　　　　　　　0
なる。図B3はこの事情を示し

ている。

　ここで，

駒
瀦

　　
@　
@　

憲
章
蝋

　
　
M

Wコ0

MinT

述＝0
一∂K

、

＼

＼

　　　　　塾！＝o
M8xw　MaxT∂K

　　　　　　＼　Min　K

’　一一一一一一一一一 ｧ一．

図B3

　　　　　W＝0を与える等W線として，安全活動可能限界線を確定する

ことができる。これはWの極大点を囲む環となる（図B3参照）。その勾配

41（／4T＝：一（∂W／∂T）／（∂確／∂κ）は，直線∂W／∂1（＝0との交点で垂直とな

り，曲線∂卿∂τ＝0との交点で水平となる。したがって限界線躍＝0は，

確の極大点の上（下）側では，曲線∂W／∂T＝0の右上（下）り部分において

交わることになる（3）。Vの値τ祝KビπはTとんに依存するから，限界線

上の異なる点では異なりうる。

　企業は，この安全活動可能限界線を含む内部領域において，所定の長期

目標を達成しうるようなTとK（したがってQおよびρ）を決定しなけれ

ばならない。企業活動の長期的安全性という基準から，これらにはそれぞ

れ上限1瞼コヶTおよびM⑳Kと下限M㍑TおよびM勿Kが存在する。では

つぎに，採択されうる企業目標と最適解の関係について考えよう。

　B3．企業目標と最適解

　企業評価額γ，もしくはそれの安全最低評価超過額Wの最大化が目標と

される場合には，図B3のM4¢V点もしくはM如W点に対応する（丁解

幽”7，K㌔。謬のもしくは（T㌔。覇K㌔。酬）が採択される。それらはそ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23



れそれ，α勾〃と⑲’，もしくは⑳”と⑳’とから求められる。あるいは初期

の資本量の最大化、（これは同時に産出量および売上高の最大化となる．）が

目標とされる幌合には・安全活動可能限界線の頂点のM砿K点に対応する

T㌔α班とK㌦。躍が採択される。これらは㈲’と㈲”とから求めら也る。

　もしも革新の早期導入が（ただそれだけの理由から）企業によづて望ま

れるなら，．M魏丁とそれに対応する1ζ＊∬肋7（＝Kσw）が採択されるが，こ

れらは⑮’と⑳’とから決定される。Kを所与とした場合と同様，　gを所与

とする現在の場合に「も、研究開発期間の上限漁¢Tが採択される可能性

はまったくない。むしろTを短縮して，！瞼エTの点から1吻¢K点，1晩婿7

点，あるいは！吻必V点に移行することの方が，企業にとっていっそう有利

となりうるからである。しかしながら、当初の資本量の下限M痂Kについ

ては，後に述べるように事情が異なる。

　さて，さほざまな企業目標の中から特定の目標が採択されると，それに

応じて最適なT＊とK＊が決定され，⑧により当初の産出量Q＊が，そし

て（4）より生産物価格ρ＊が決定される。T＊が最短となるのは，当然のこと

ながらル馬丁が目標とされる場合であるが，M4躍V，ル毎∬W，あるいは

愉躍Kが目標とされる場合には，T＊はこの順に大となっていく。したが

って研究開発費のH（Tつはこの順に小となっていくが，革新費のゐK＊と

当初の物的資本投下額〃近＊，そしてT＊時点以後の販売促進支出∫（g）R㌔στ

および物的投資資出g彿K＊89τは，1瞼¢膵が目標とされる場合を除いて，そ

の順に増加していく。すなわち（ル勧¢W点とM鋭一点は直線∂W／∂K＝0

上に存在するから），K＊についていえば，・K㌔伽丁＝K㌦・班くK㌦・騨く

K㌔・罐である。いうまでもなく，産出量Q＊と売上高R＊（＝Q＊θ）の大

小関係もこれと同じになるが，価格ρ＊について曝不等号が逆になる。当

該革新の早期導入が意図される場合には，（ここで比較されている諸目標

との関係では）最低水準のK＊およびQ＊が設定されるから，生産物価格

　24
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砿最高水準のものとなる。この点については，Wの最大化が目標とされる

場合も卜しであるが，革新の導入は遅延されることになる。κ，Qあるい

はRの最大化が目操とされる場合には，革新の導入は最も遅くなるが，生

産物価格は最低水準のものとなる。このような臼標を採択する企業は、当

該革新に関してなんらかの独占力をもっていない限り，主導的な革新企業

となろうとはせずに，むしろ他に追随することを選ぶであろう。γの最大

化が求められる場合の結果は，MfηTが日標とされる場合とル1αぼ1（のそ

れの中間になる、

　さぎに指摘したように，当初の資本量には下限ル1加Kが存在するが，つ

ぎにこれについて考えてみよう。この点におけるT㌔‘曜とK事瀞‘。κは，

・㈲’と〔1℃”から求められるが，これらによって，研究開発から芯記しようと

する企業活動の長期的安全性が保障されうる資本量の最低限が与えられる

ことになる。すなわち，企業が当該研究開発・革新による企業活動を成功

裡に進めていくためには，研究開発・革新費のH（T㌦‘πκ）および乃K～‘，8κ

と，当初の物的資本投下砂海κ㌦・・κを賄いうる資金を，まず調達するこ

とができなけれぽならない。さもなければ（資金不足のために当初の資本

量がκ寧κ‘曜に不足したりすれぽ），この企業は革新の導入当初から乗っ

取りの危険にさらされることになって，革新は挫折することになるであろ

う。ところで，当初の必要最小資本量：したがって産出量は，最低限のもの

であるから，生産物価格は最高水準のものとなる。しかも研究開発期間は

長いわけであるから，この企業が当該事業になんらかの独占力を有してい

る場合を別とすれば，研究開発から着手するというようなことは，まずな

いといえよう。研究開発から革新の導入を経て，その後の活動を成し遂げ

ていくためには，そのすべての始りにおいて，それなりの大きな資金が必

要とされるのである。
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注

（1）q句”の右辺のグラフが曲線一理（T）と左側の一点でしか交わらない場合も，

　　考えられるが，この場合には，∂y／∂T＝0のグラフは，図B2の左側半分一

　　の曲線となる。しかし以下で問題とされるめは，曲線∂η∂7＝0について

　　1涛この部分めみであるからジこめために以下の議論が実質的に影響される

　　ことはない。

（2）　これについても，前注〔1）と同様のことがいえる。

（3）　この点についでも，置Aの注（3ンと両様にして証明することができる。

IV　競争圧力と革新

　以上において，革新導入時点当初め資本量κ（したがって産出量Q，売

上高R＝Qθ，および価格♪）が所与の場合と，革新企業の成長率gが所与

の場合について，採択される長期企業目標と，それに応じて決定される政

策変数（T＊とグ，もしくは7’率とK＊およびρつの関係を順次考察した。．

そこでは，当該企業の革新部門と在来部門とめ競争関係や，他企業との競

争関係は明示的に考慮せず，この点については当該企業の独立的行動を仮

定して分析した。しかしながら，企業の研究開発から革新生産物の導入を

経て，その後の活動に至る諸段階において，企業は，顕在的あるいは潜在．

的なさまざまな形態の競争圧力のもとにおかれるであろう。つぎに、それ

らのうち重要なものを本稿のモデルによってとらえ，その効果を考えるこ

とにしよう。まず，企業間競争の場合から始めよう。

　1．企業間競争

　相互に代替的な，もしくは類似の革新生産物の導入を日ざして，そのた

めの研究開発をほぼ同じ時期に開始しようとしている，複数の企業が存在

するものとしよう。このような企業間競争の圧力は，各企業に：革新の早期

導入を目標として採択させるように作用するかもしれない。この場合には，

他に先んじて革親を導入しようとする，いわゆる技術革：新競争が開始され

るであろうq）。しかしながら，企業によっては，むしろ後発企業の道を選
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んで（2），革新導入後の高い市場占拠率を得るために，当初の資本量ないし

売上高の最大化を目標にするかもしれないし，あるいは成長率の最大化を

目標にするかもしれない。（gが所与の場合に存在する1鋳塊κは，長いT＊

と高いρ＊を伴うため，このような情況のもとでは採択される可能性はまっ

たくないであろう。）これらの目標に応じて決定される政策諸変数の値は，

企業間競争の影響を受けて，企業の独立的行動の仮定のもとで得られた値

（亘における結果）とは異なるであろう。

　この点を明らかにするためには，企業間競争の影響をモデルによってと

らえなけれぽならないが，これは，革新費んKの係数ぬの上昇と，販売努

力費の係数S（g）の上昇とによって把握することができる。革新生産物導

入時点の需要曲線の位置と形状、したがって需要の価格弾力性ηは，革新

費んKの支出の結果として定まるが，こζでは，同一…の需要曲線したがっ

てηを確保するのに必要とされるhK，したがって海が，競争圧力の増大

とともに上昇するものと考えるわけである（3）。またそれ以後，一定の価格の

もとで，一定成長率gでの需要の拡張を行なっていくために必要なS（g）も，

競争圧力の増大とともに上昇するであろう。では，カの上昇がもたらす効

：果から考察しよう。

　（il革新費係数上昇の効果

　まず，Kが所与の場合について考えよう。⑱からかわれるように，図A

3における直線∂γ／∂g＝∂W／∂g＝0は，乃の影響を受けない。しかしα⑤’

の右辺はみの上昇によって減少するから，（図A1および図A2よりわか

るように）図A3の曲線∂W∂丁二〇（の左側部分）は右方にシフトする。

⑳’から，曲線∂W／∂T＝0についても同様のことがわかる。海の上昇は，

ζうしてル血κy点とル毎κW点を右方に押しやり，したがってM砿g点と

3伽丁点も右方に押しやられることになる。したがって，当該企業が他企

業からの車争圧力を考慮に入れるならば，いずれの企業目標が採択されよ
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うとも，そうでない場合よりT＊は延長されることになるであろう。

　つぎに9が所与の場合についてみよう。鋤’からわかるように・図B3

の直線∂W∂κ＝0は，乃の上昇によづて下方にシフトする。また・（16”の

右辺は乃の上昇のために減少するから，（図B1および図B2からわかる

ように）図A3の曲線∂γ／∂T70（の左側部分）は右方にシフトする。

⑳’および（1カ”から，直線∂W／∂κ＝0および曲線∂W／∂7㌧0についても

同様のことがわかる。こうして，みの上昇によって1瞼灘y点と！瞼ぼW点

は右下方に押しやられ，したがってル毎∬K点とMfη声点も右’下方に押しや

られることになる。したがって，当該企業が他企業からの競争圧力を察知

するならぽ、そうでない場合よりT＊は延長され，K＊は縮小されて，ρ＊

はより高く設置されるであろう。

　㈹　販売努力費係数上昇の効果

　S（g）の上昇は，r（g）と〆（g）を減少させ，またξ（g，　K）を減少させる

ことを通して影響を及ぼす，，まず，Kが所与の場合についてみよう。　S（g）

の上昇によって⑱’の左辺は減少するから，図A3の直線∂V／∂g＝’∂W／∂g

＝0は下方にシフトする。また，⑯’の右辺もs（g）の上昇のために減少す

るから，図A3の曲線∂γ／∂T＝0（の左側部分）は右方にシフトする。㈲’

から，曲線∂卿∂T＝0についても同様のことがわかる。∫（g）の上昇によ

って，M如V点とル毎エW点はこうして右下方に押しやられ，したがって

・M砿g点とM加丁点も右下方に押しやられることになる。当該企業によっ

て革新導入後の競争圧力が予知されるならぽ、いずれの企業日済が追求さ

れようとも，そうでない場合よりT＊は延長され，g宰は引下げられるこ

とになるであろう。

　つぎにgが所与の場合を考えよう。S（g）が上昇すると，⑲’からわか

るように，図B3ゐ直線∂γ／∂K＝0は下方にシフトする。また，⑱”の右

辺は減少するから，曲線∂γ／∂T＝0（の左側部分）は右方にシフトする。
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㈲’郭よび㈲”から，直線∂膨／∂K＝0および曲線∂W／∂T＝0についても

伺様のことがわかる。S（g）が上昇すると，こうして1瞼∬7点とル毎¢W点

は右下方に押しやられ，したがって1瞼擢（点とM㍑四点も右下方に押しや

られる。当該企業が革新導入後の競争圧力を予知するならぽ，いずれの目

標が採択されようとも，そうでない場合より7’＊は延長され，K＊は縮少

されて，ρ＊はより高く設定されることになろう。

　2．企業内部門間関係

　企業の多様化政策の一環として革新生産物の導入が一般的に計画される

が，このような場合，革新生産物は当該企業の在来部門の生産物と競争関

係におかれるか，あるいは補完関係におかれることがありうる。競争関係

になる場合には，革新生産物の導入を遅延させるような目標が採択される

かもしれない。あるいは，在来部門の業績が設立計画当初の期待に反して

悪化しているようであれぽ，革新生産物の早期導入が企てられるかもしれ

ない。また，在来生産物と補完関係になる場合も，同様であろう。ここで

は，当該革新部門の独立性を暗に仮定して得られた結果（皿たおける結果）

が，このような在来部門との関係によって，どのような影響を受けるかを

順次考察することにしよう。

　（i）競争関係

　当該革新によって，これと競争関係におかれる在来部門が将来にわたっ

て受けるものと予想される損失のすべてを考慮して，研究開発・革新に関

する長期計画が立てられなけれぽならない。在来部門のそのような損失は，

革新生産物の導入以後にのみ発生するとは限らない。研究開発の段階で，

企業の意図的もしくは反意図的な情報の流布によって，在来部門の需要が

減退しうるからである。当該革新に起因する，将来に及ぶ需要の減退や，

したがって既存設備の大幅な改変や廃棄に伴う損失め予想総額の，革新導

入時点における評価額を求めることができる。これは当該革新の規模に依
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：存すると考えられるから，革新費凪の一部に計上することができる。し

〕たがって，在来部門との競争圧力が大きいほど，革新費係数乃が大きくな

・るものと考えることができる。

　みの上昇による効果はすでに考察したから，ここではその結果を利用す

ればよい。いま，決定される革新導入時点丁＊だけについてみれぽ，Kも

しくはgを所与とするいずれの場合にも，またいずれの企業目標が追求さ

．れるにせよ，当該革新部門が在来部門のあるものと競争関係におかれるこ

とが明らかであるならぽ，T＊はそうでない場合より延期されることにな

る。かりに革新の早期導入（ル勧丁）が意図されるとしても，在来部門との

競争関係が強まれば，それだけルβ’πTの値も大きくなるであろう。

　㈹　補完関係

　計画される革新部門が在来部門と補完関係にあるならぽ，両部門はそう

でない場合には得られない利益を将来にわたって享受し合うであろう。こ

の在来部門の導入計画当時において，いま問題としている革新部門の導入

計画が考慮されていたのでなければ，そのような利益はこの在来部門にと

っては付加的なものである。ζのような付加的利益は，当該革新によって

もたらされるものであり，これに帰属されるべきものである。

　当該革新に起因する，在来部門の将来にわたる付加的利益の期待総額の，

革新導入時点における評価額を求めることができるが，これも当該革新の

規模に依存すると考えられる。したがって，この利益は，革新費ゐ1（から

，控除することによって計上することができる。こうして，在来部門との補

完関係の程度は，乃の低下によってとらえることができよう。また逆に，

当該革新部門が補完関係にある在来部門から受ける利益は，販売努力費係

数S（g）の低下として把握しうるであろう。同一の成長率で需要を拡大さ

せていくのに必要とされる販売努力費は，在来部門との補完関係によって

それだけ軽減されるからである。‘
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　乃および3（g）の低下の効果については，それらの上昇の効果について

得られた前述の結果を逆に利用すれぽよい。決定されるT＊だけについて

みれぽ，Kもしくはgを所与とするいずれの場合にも，またいずれの企業

目標が採択されるとしても，当該革新部門と将来において補完関係をなす

在来部門が存在するならぽ，T＊はそうでない場合より短縮されることに

なる。

　　注

　（1）　シェアラーの先駆的なモデル〔13〕は，この点を明らかにしょうとしたもの

　　　であり，以後，多くの研究によって彫琢されている。なお，シェアラー・モ

　　　デルについては拙稿〔18〕を参照されたい。

　（2）後発企業の道を選ぶ方が有利となりうる場合について，シェアラー・モデ

　　　ル〔13〕に依拠した分析が，ボールドウイソとチャイルズ（W．LBaldwin

　　　and　G．　L．Childs）〔1〕によってなされている。

　（3）　この点に関する競争圧力の別の考慮の仕方は，励洞一であれば，需要曲

　　　線が左方にシフトするとともに，ηしたがってθは不利な影響を受けるもの

　　　と考えることである。あるいはまた，この効果と乃への効果とを組合せて考

　　　えることもできよう。しかしながら，以下の㈹における分析から推察される

　　　ように，ηおよびθの変化は，S（g）の上昇と同様の結果をもたらすから，

　　　ここではηへの影響を別個に考えることはしない。

V　結論的覚書

　以上において，まず当該企業の独立的行動を仮定して、革新導入時点当

初の資本量K（したがって産出量Q，売上高R＝Qθ，および価格ρ）が所

与の場合と，革新企業の成長率gが所与の場合について，順次分析した。

Kが所与の場合にgの最大化が目標とされると，最適研究開発期間丁＊は

最長となり，企業評価額yもしくはその安全最低評価超過額Wの最大化が

目標とされると，g＊は低くなるがT＊は短縮される。また，　g所与の場

合にK（あるいはQないしR）の最大化が目標とされると，7’＊は最長と

なるが，ρ＊は最低となる。これに対して，yもしくはWの最大化が目標
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とされると，T＊は短縮されるが，　K＊は小となってρ＊は高くなる。この

ことから推論しうることは，大きな規模から出発しようとする成長志向型

の企業ほど，研究開発期間を長びかせ，革新の導入を遅らせて・低価格と

高水準の販売促進支出によってその後の高度の成長を図る傾向がある，と

いうことである。これに対して，γもしくはWの最大化に目標をおく企業

は，より早い時期に革新導入を試みようとするが，当初の規模とその後の

成長率は小さく抑え，価格は高く設定する傾向があるといえよう。

　企業活動の長期的安全性という基準からすると，Kが所与の場合のgに

は下限があるが，これが採択される可能性はない。また，gが所与の場合

のKにも下限M勿Kがあるが，これは，当該革新に対して特許権などによ

る独占力を有してはいるが，資金に乏しい企業によづては採択される可能

性がある。このような企業は，相当する長い7「＊と高水準のρ＊を採択し

なけれぽならない。さらにまた，企業の立場からみて採択可能な研究開発

期間には，上限．M一丁と下限1堕ηTが存在するが，いかなる場合にも

M一丁が採択されることはない。革新の早期導入が意図されてM伽丁が

採択されると，Kが所与の場合には，　g＊は（γないしWの最大化のとぎ

と同じく）最低位に設定され，gが所与の場合には，　K＊は（Wの最大化の

ときと同じく）小規模のものとされ，ρ＊は高水準に設定されることにな

る。

　ついで，同様な研究開発・革新を企てる複数企業が存在する場合に，そ

れらの企業間競争によって，上記の諸結果がいかに影響されるかを分析し

た。この場合には，所与のgに対して存在する資本の最下限M勿Kが採択

されうる可能性は，まったくない。採択されうるその他の企業目標に対応

するT＊は延期されるとともに，g宰は引き下げられ，あるいはまた，　K＊

は縮小されてより高いρ＊が設定されることになる。革新生産物導入の遅

延や高価格，あるいは企業成長率の低下や資本投下量の減退は，社会的に
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望ましくないとする見地からすれぽ，この結論は革新企業の法的保護（た

とえぽ特許権による）の議論に導くかもしれない。しかしながら，ここで

注意すべき点は，このような結果をもたらす企業間競争の圧力が，同様な

企画を試みようとする企業数の増加によるものであるとすれぽ，そのよう

な一企業に対する不利な影響は数によって圧倒されることになるかもしれ

ないことである。

　そしてまた，当該企業間の革新部門が，在来部門と生産物に関して競争

関係もしくは補完関係にある場合の効果について考察した。競争関係にあ

る場合には，この企業の革新部門に関する計画は，企業間競争の場合と同

様の影響を受けるが，補完関係にある場合には，これと逆の有利な影響を

受げることが明らかにされた。

　とくに企業間競争と研究開発・革新の問題さをさらに堀り下げて究明す

るためには，たとえぽシェアラー・モデル〔13〕の線に沿う諸研究のように

双方についてモデルを構成し，これを噛み合せることが必要であろう。と

はいえ，現代企業成長理論，とくに拙稿〔19〕のモデルに研究開発・革新の

問題を導入して分析を試みるという，本稿の意図からすれぽ，以上で一応

満足しなけれぽならない。しかし本稿のモデルは，〔19〕がそうであるよう

に，拙稿〔22〕のマクロ・モデルのミクロ理論的基礎を供しうるものであり，

こうして〔22〕のモデルをさらに補足・強化するのに役立ちうるであろう。
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